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就学援助事務システム標準化検討会

（第１回）

令和2年度までの検討状況と今後の取組について

資料２

文部科学省 初等中等教育局

修学支援プロジェクトチーム
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（統一・標準化が目指す姿）

■ デジタル・ガバメント実行計画（令和２年 12 月 25 日 閣議決定）において、「政府は、地方公共団体における情報システム等の共同

利用、手続の簡素化、迅速化、行政の効率化等を推進するため、地方公共団体の業務プロセス・情報システムの標準化に取り組む」ことと

された。

■ 具体的には、住民記録、地方税、福祉、就学など、地方公共団体の主要な 17 業務を処理するシステム（基幹業務システム）の標準

仕様書を、デジタル庁（内閣官房ＩＴ室）が策定する基本的な方針の下、関係府省において作成することとされた（※１）。これを踏ま

え、基幹業務システムを利用する原則すべての地方公共団体が、令和７年度（2025年度）までに、ガバメントクラウド（※２）上に構

築された標準仕様書に適合した基幹業務システムへ移行する統一・標準化を目指すこととしている。

■ このことにより、複数のアプリケーション開発事業者が標準仕様書に準拠して開発した基幹業務のアプリケーションをガバメントクラウドに構築

し、地方公共団体がそれらの中から最適なアプリケーションを選択することが可能となるような環境の整備を図る。

（※１）地方公共団体の情報システムの統一・標準化を推進するため、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」が成立（令和３年５月20日公布、同

年９月１日施行）。地方公共団体の基幹業務システムは、標準化基準に適合するものでなければならない（義務化）こととなった。

（※２）政府の情報システムについて、共通的な基盤・機能を提供する複数のク ラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS）の利用環境のことを指し、地方公共団体も活用

できるように、検討を進めているもの。

1.地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化について
1.1.統一・標準化の意義

（標準仕様書を作成する意義）

■ 標準仕様書に適合するシステムを利用することにより、次のとおり、住民サービスの向上と業務の効率化を図る。

①標準仕様書に基づく調達を行うことで、これまでの複雑なシステムを調達する手間を減らすことができる。

②標準仕様書に基づくことで、個々の地方自治体でのカスタマイズや共同利用に関する自治体間の調整を原則不要とし、ガバメントクラウドの活用

による広域的な共同利用を推進しやすくする。

③標準仕様書に合わせた開発をすることで、ＡＩ等の先端的な技術を導入しやすくするほか、制度改正時などに係るシステム改修に要するコストを

大幅に削減できるようにする。
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1.地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化について
1.2.標準化の検討対象範囲

項目
意見照会

時期
標準化の方針

業務要件（ツリー図）（※） 第1回
・業務、情報システムの概要を記載する
（業務概要（全体図））、情報システム化の範囲、システム構成図等）

業務フロー（※） 第3回
・業務フローをBPMNで記載

※
する。

・人が行う作業とシステムが行う作業とに仕分けする。（※全ての自治体に適用可能なフローではなく、
標準準拠システムが想定する標準的なフローとして作成）

機
能
要
件

機能要件（※） 第1回
・最も効率的な運用方式を検討し、機能を標準化する
・機能構成図（ツリー図等により全体像を示したもの）も整理する

画面要件 なし
・画面がカスタマイズの主要因になっている場合には、画面要件の標準化を行う。（主要因でない場
合には、画面要件の標準化は必ずしも実施しない。）

帳票要件（※） 第2回
・システムから出力する帳票・様式（カスタマイズの主要因となっていないものは除く）について標準化

を行う

データ要件 ー

・IT室が、制度を所管する各府省及び関係団体の協力を得て、詳細化する
連携要件 ー

非
機
能
要
件

可用性、性能・拡張性、運用・
保守性、移行性、セキュリティ、
システム環境・エコロジー

ー ・IT室・総務省が作成した「標準非機能要件」を活用し、別途検討する

◼ 標準化では、システムを構成する主要な機能要件、帳票要件、非機能要件を検討対象とする。

◼ システムや画面の構成、操作性等パッケージの実装に帰属する差異（主に設計の差異）については、カスタマイズの発生源になっている場合を

除き、原則的に標準化対象外とする。その他連携先システム、外部委託や周辺機器といった就学援助事務システムの範疇外のものについても

対象外とする。

※BPMN（Business Process Model and Notation）：業務フローの国際的な表記方法。具体的な表記方法については、

「地方自治体業務プロセス・情報システムの標準仕様書における業務フローについて」（令和2年5月29日内閣官房IT室資料）を参照。
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1.地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化について
1.3.標準化に向けたスケジュール
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2.就学援助事務システム標準化検討会について
2.1.検討会の位置付け

検
討
会
・
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム

第１回

検討会

第１回

意見照会

（機能）

意
見
照
会

意見対応方

針検討

第２回

意見照会

（帳票）

第２回

検討会

第３回

意見照会

（標準仕様

書）

意見対応方

針検討

第３回

検討会

標準仕様

書1.0版

確定

第１回、第2回

WT
第３回WT

第1回、第2回意

見照会の回答結

果を踏まえた標

準仕様書の見直

し・修正案にかか

る検討。

WT設置の承

認、令和２年度

までの検討状況

の共有。

WTの検討結果

を踏まえ、第3回

意見照会に向け

た標準仕様書の

見直し案につい

て検討・承認。

第3回意見照会の

回答結果を踏まえ

た標準仕様書の

見直し・修正案に

かかる検討。

WTの検討結果を

踏まえ、標準仕様

書の見直し案（

1.0版）について

検討・承認。

5/25 6月下旬 8月中旬

※標準仕様書作成にあたっては、APPLIC（一般財団法人全国地域情報化推進協会）に設置いただいた就学タスクフォースとも連携しながら議論を進める。
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3.令和2年度の検討経緯
3.1.検討プロセス

①事業者・自治体選定

②情報収集

✓ 本事業の調査対象とする自治体・事業者を選定

✓ 事業者は自治体シェア、事業者規模等を考慮し10社を選定

✓ 自治体は、上記事業者の導入先から自治体規模を網羅するように30団体を選定

✓ 選定した事業者・自治体に対して、資料提供を依頼

✓ 受領資料の粒度・網羅性等を検証し、最終的に事業者10社、自治体12団体の情報を採用

✓ 事業者の機能・帳票要件と自治体の仕様書を突合し、差異を標準化の論点として抽出

✓ 特に標準化による業務効率化、住民サービス向上の観点から論点を抽出

✓ 抽出した論点について、文科省にて検討を行い、利便性等の観点から標準化にかかる方向性について検討

✓ 検討の結果、自治体に追加調査が必要な内容は個別調査を実施

✓ 自治体への追加調査結果を踏まえ、標準化の論点について再度検討を実施し、標準仕様書（案）
を作成

令和2年12月

令和3年3月

③情報整理

④追加調査・論点整理

⑤標準仕様書（案）
作成
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3.令和2年度の検討経緯
3.2.選定自治体・事業者一覧

◼ 自治体・事業者から収集した資料を横並び比較し、標準化の方針を検討。

大規模 【政令市】
・愛知県名古屋市
・岡山県岡山市

【特別区】
・東京都江戸川区
・東京都江東区
・東京都目黒区

中規模 【中核市】
・神奈川県横須賀市

【一般市】
・大阪府門真市
・埼玉県坂戸市
・千葉県佐倉市
・愛知県大府市
・東京都小金井市
・埼玉県所沢市

小規模 【町】
・該当無し

【村】
・該当無し

選定自治体：12団体

事業Ⅱ：計８社

選定事業者：10社

事業者名 機能 帳票

富士通 ○ ×

NEC ○ ○

日立 ○ ○

RKKCS ○ ○

GCC ○ ○

電算 ○ ○

BSNiネット ○ ○

YEC ○ ×

アイティフォー ○ ○

TKC ○ ○

○：分析対象 ×：資料提示無し※町・村では合計5団体に依頼を行ったもののいずれの自治体もカスタマイズ
実施なしのため、本事業の分析対象外とした

システム調達時の仕様書を収集 パッケージ製品の機能・帳票要件を収集

自治体・事業者資料を横並び比較し、標準化の方針を検討
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3.令和2年度の検討経緯
3.3. 標準機能要件の概観

就学業務機能一覧 業務名 就学援助業務

就学援助業務 1. 申請受付

2. 審査

3. 交付

3.2. 出力設定

4. 支払

1.1. 就学世帯管理

1.2. 申請情報管理

2.1. 認定基準の設定

3.1. 通知出力

4.1.振込口座管理

4.2. 支払情報作成

4.3. 振込情報作成

大項目 小項目

2.2. 所得情報管理

2.3. その他の認定に係る情報管理

2.4. 支給対象外設定

2.5. 支給判定

4.4. 過誤調整

5. 異動（年次更新・資格消滅・変更） 5.1. 年次更新

5.2. 異動者抽出

5.3. 資格情報取消処理

6. その他 6.1. 報告・統計

ツリー図 標準機能要件

ツリー図を基に機能要件の全体像を示し、各機能の詳
細を標準機能要件に記載

標準機能要件の概観

※実装しない機能については、意見照会結果を踏まえ作成予定。

◼ 標準機能要件には、これまでの検討結果に基づき、各機能の具体的な内容を、実装すべき機能・オプション機能（実装してもしなくても良

い機能）に分けて記載※。

ツリー図にて機能要件の全体像を示し、ツリー図と対応付けた標準機能要件にて各機能の詳細を示している。

◼ 機能要件の検討にあたっては、特に各自治体の既存のサービス水準（認定基準、基準額等）への影響を極力回避するとともに事務負

担を軽減することを考慮。

各機能の具体的な内容を、実装すべき機能・オプション
機能ごとに記載
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3.令和2年度の検討経緯
3.4. 標準機能要件における主要論点と令和2年度の検討結果

No. 論点 該当機能要件 内容 方針

1 申請書の配付方
法

• 1.1.1.就学世帯管
理

• 1.1.4.申請書送付
対象者抽出

• 申請書の配付方法及び配布
対象について、どのように標準
化するか検討する必要がある。

• 標準帳票として宛名を印字した申請書を出力する場合、自治体によっては事務負担が増加する可能
性がある。そのため、自治体の裁量で申請書に印字するかどうか判断することを想定し、対象者を出力
する機能を定義する。
※前年度に就学援助の認定を受けた児童生徒に対して個別に案内を郵送する場合についても対象

者を出力できるよう定義。

2 準要保護の認定
基準の要件化

• 2.1.1.認定基準マ
スタ管理

• 2.1.3.認定基準額
の自動算定

• 準要保護者の認定基準は、
市町村によって異なるため、ど
のように標準化するか検討す
る必要がある。

• 主な認定基準は網羅的に定義した上で、自治体固有の認定基準についても実装する。（採用自治
体数が少ない基準は自治体ごとに設定が可能な仕様とする。）

• 自治体への調査結果を踏まえ、認定基準額の算定式を以下の通り定義する。
【生活保護に準ずる基準額】の合計×【認定基準係数】＋【その他の生活保護に準ずる
基準額】の合計
※「生活保護に準ずる基準額」のうち、認定基準額を算定する際に、認定基準係数を乗じず、最後に
加算するものを「その他の生活保護に準ずる基準額」として定義することで、自治体独自の認定基準額
の算定方法にも幅広く対応する。

3 準要保護の認定
基準改定への対
応の要件化

• 2.1.2.認定基準額
マスタ管理

• 準要保護者の認定基準、援
助単価及び援助費目の改定
（所得基準額の改定、援助
費目の追加等）への対応方
法を検討する必要がある。

• 軽微な改定には、システム改修なしで対応できることが望ましいため、係数設定変更を機能要件に定
義する。

4 就学奨励との併
給の有無

• 2.4.4.就学奨励と
の併給確認

• 併給確認機能の要件化の要
否を検討する必要がある。

• 就学奨励と合わせて管理する機能は自治体にとって有用であることから、就学援助事務システムのオプ
ション機能として定義する。

5 入学前支給済み
連絡票作成

• 6.1.3.支給済み連
絡票作成

• 新入学児童生徒学用品費
等の入学前支給について、支
給済み連絡票の作成要否
等を検討する必要がある。

• 新入学児童生徒学用品費等の入学前支給を受給済みで転出した児童がいた場合、転出先自治体
への連絡票(氏名、自治体名を含む)が出力される機能を定義する。

6 マイナンバー制度
への対応

• 7.8.2.マイナンバー
連携

• マイナンバーを利用した所得
情報等の照会機能の要件化
の要否を検討する必要がある。

• 自治体DXの観点からマイナンバー対応を想定した仕様化が望ましいため、マイナンバーを利用した所得
情報の照会を定義する。
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3.令和2年度の検討経緯
3.5. 標準帳票要件の概観（1/2）-標準帳票要件の全体像-

標準帳票要件の概観

①標準帳票要件 ②標準帳票印字項目

③標準レイアウト様式

◼ 標準帳票要件は、自治体の業務効率化・住民サービス向上の観点から、特に標準化の効果が大きい帳票（外部帳票）は名称・概要

レベルによる定義に加え、印字項目の定義、レイアウト定義の3段階の検討を行っている。

◼ 標準帳票要件での標準化レベルが分類2（印字（出力）項目すべてを定義）の帳票については、標準帳票印字項目にて印字項目を

定義し、分類3（帳票レイアウト・印字（出力）項目すべてを定義）の帳票については、標準帳票印字項目にて印字項目を定義すると

ともに、標準レイアウト様式を作成。

印字項目の標準化に加え、レイアウト標準化による

業務効率化や住民サービス向上が期待できる帳票

についてレイアウト様式を作成

自治体間の差異の解消による業務効率化や住民サービス向

上が期待できる帳票は印字項目標準化の対象として整理
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3.令和2年度の検討経緯
3.5. 標準帳票要件の概観（2/2）-標準帳票要件の全体像-

◼ 認定通知、否認定通知書については、全国的に標準化を図ることで、住民にとっての視認性向上（引っ越しても通知の様式が変わらな

い）が期待できる。また、医療券、統計資料の印字項目を定義することで、自治体と外部機関がやり取りするデータ項目を統一。

分
類
３

分
類
２

帳票レイアウト・印

字（出力）項目す

べてを定義する帳票

印字（出力）項目

すべてを定義

分類毎の定義範囲 掲載資料

標準レイアウト様式

標準帳票印字項目

標準帳票要件

標準帳票印字項目

標準帳票要件

• No.8認定・No.9否認定通知書

• No.7保留通知・No.11認定取消通知

• No.15,16口座振り込み通知（保護者

宛・学校長宛）

• No.17~19医療券（医科・歯科・調剤）

• 各種統計資料

分
類
１

対
象
外

様式名と利用用途

のみを定義する帳票

標準化対象外とな

る帳票

標準帳票要件

なし

• 内部向けの帳票（一覧表など）

• 保有事業者・運用自治体が少ない、標

準化が困難、件数等から代替運用可能

などの理由により対象外とした帳票

対象帳票

外部向け帳票であり、レイアウト

標準化によって更なる業務効率

化や住民サービス向上が期待で

きる帳票が該当

外部向け帳票であり、自治体間

の差異の解消による業務効率

化や住民サービス向上が期待で

きる帳票が該当

自治体内部の処理に用いる帳

票であり、主に必要な情報が確

認できれば充足するものが該当

なし
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3.令和2年度の検討経緯
3.6. 標準帳票要件における主要論点と令和2年度の検討結果（1/2）

No. 論点 該当帳票要件 内容 方針

1 通知書等の要件
化方針

• 標準帳票要件 No.8
就学援助費認定通知
書

• 標準帳票要件 No.9
就学援助費否認定通
知書

• 自治体・事業者によって、複
数の通知を同一様式としてい
る場合と異なる様式としてい
る場合があり、レイアウト統一
を図るか検討する必要がある。

• 通知書については様式を統一することで住民にとってメリットがあるため、レイアウト標準化の対象と
する。

• 認定通知／否認定通知のレイアウト標準化については、自治体への事前調査の結果を踏まえ、
別々の様式として定義する。
※就学予定者（入学準備）宛の認定通知については、No.5を参照。

2 統計帳票の要件
化方針

• ー • 文科省に提出する統計・報
告資料（基準所得認定調
査票、児童生徒個人別支給
調書、収入額需要額調書な
ど）を帳票として追加するか
検討する必要がある。

• 文科省提出様式は就学援助事務システムの情報だけでは作成できない項目が含まれ、帳票とし
ての出力が困難であることから、就学援助事務システムが保持する統計作成に必要な情報をデー
タ抽出する要件を定義する。（当該データを転記することで文科省に提出する統計・報告資料を
作成できるようにする。）
※標準機能要件6.1.1.,6.1.2.にて定義。

3 申請書の出力の
要件化方針

• ー • 予め宛名等を印字した申請
書を出力する要件を定義す
るか検討する必要がある。
（必要性の観点）

• 標準帳票として宛名を印字した申請書を出力して送付する運用を標準仕様書に定義した場合、
自治体によっては事務負担が増加する可能性がある。そのため、自治体の裁量で申請書に印字す
るかどうか判断することを想定し、対象者を出力する要件を定義する。
※標準機能要件1.1.4.にて定義。

4 世帯票の利用者 • 標準帳票要件 No.2
就学援助費申請者世
帯票（世帯情報、所得
情報、税情報 等）

• 内部帳票としての利用以外
に、民生委員などへ向けた外
部帳票としての利用も想定す
るか検討が必要である。

• 内部帳票利用を想定とし、印字項目やレイアウトの指定までは行わない。
• 民生委員が利用している団体においても、世帯票情報を参照可能であれば必ずしも印字項目・レ

イアウト指定までは必須ではないと考え、帳票概要のみ定義する。

5 就学予定者（入
学準備）向け帳
票の分離

• 標準帳票要件 No. 8
就学援助費認定通知
書

• 就学予定者（入学準備）
向けの認定通知書は、出力
時期の違いや他自治体によ
る追記を要することが想定さ
れるため、通常の認定通知と
は分けて定義するか検討する
必要がある。

• 変更通知、要保護・準要保護などについて、事業者・自治体によっては様式を分離しているが、様
式を統一した形で運用している団体も多く、令和2年度の調査では、分離している団体からも様式
を統一した形での運用が可能との意見が提示されているため、用途別の分離は行わない。

• 就学予定（入学準備）向けの認定通知書についても、出力時期の差異は機能要件の対象者
抽出機能にて対応できると想定し、様式としての分離は必須ではない考え、認定通知書の様式は
1種類で定義する。

6 通知書における認
定期間/
専決者役職・氏名
の定義

• 標準帳票要件 No. 8
就学援助費認定通知
書

• 認定通知書の認定期間、専
決者役職・氏名の項目を標
準印字項目とするか検討が
必要である。

• 令和2年度の調査では、認定期間について、多くの自治体は期間の記載無く運用できていること、
また、基本的に認定は年度単位であり、月次の認定時に通知など運用が限られると想定されること
から、標準項目対象外とする。

• 専決者役職・氏名について、人事異動等が発生する等担当者名を住民に開示するメリットは少な
いと想定し、標準項目対象外とする。
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3.令和2年度の検討経緯
3.6. 標準帳票要件における主要論点と令和2年度の検討結果（2/2）

No. 論点 該当帳票要件 内容 方針

7 医療券の標準帳
票対象範囲

• 標準帳票要件 、標準
帳票印字項目No.17
～19各医療券(17～
19医療券項目一覧シ
ート含む)

• 請求書払い等での運用団体
も多い中、医療券を標準帳
票とするか、する場合の範囲
について検討が必要である。

• 医療券は受給者以外にも学校・医療機関でも使用する帳票であり、項目の統一化により利便性
向上に繋がることから標準帳票の対象とする。

• 一方で、請求書払等での運用を行っている団体も多いこと、学校・医療機関にて手書きで記載す
る欄が多いことから、学校・医療機関手書き入力箇所については、印字項目のみ標準化することと
し、レイアウトは標準化しない。

8 教示文 • 標準帳票要件 No.9
就学援助費否認定通
知書

• 通知書等の教示文案につい
て標準項目として定義するか
含め検討が必要である。

• 行政不服審査法に基づき、否認定通知書を送付する際には、教示文を提示する必要があるため、
標準項目として定義する。

• ただし、レイアウトとして定義することから、教示文まで統一化すべきか意見照会で挙げられた意見を
踏まえて決定する。（統一する場合は、通知書に記載する。統一しない場合は別紙運用とす
る。）

9 備考の記載内容 • 標準帳票印字項目全
対象帳票_共通項目一
覧シート

• 通知書等の備考欄について
自治体ごとの特有の通知事
項の代替項目として運用可
能か検討が必要である。

• 帳票ごとに備考欄を設け、自治体ごとに固定文言を自由に設定できる仕様とする。

10 転出先自治体連
絡票（新入学児
童生徒学用品費
支給済み通知）

• 標準帳票要件 No.30
転出先自治体連絡票
（新入学児童生徒学
用品費支給済み通
知）

• 自治体間での転出情報連絡
票について標準帳票とするか
検討が必要である。

• 令和2年度の調査では、システム帳票として運用している団体・保有事業者が見られなかったもの
の、標準化により自治体間の事務が軽減されることが見込まれるため標準帳票の対象とする。

• 転出先または転入元自治体どちらが照会を実施するのか、標準業務フローにおいて定義するかどう
かは、意見照会で挙げられた意見を踏まえて決定する。
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4. 令和3年度の取組
4.1. 全国意見照会の概要

第1回意見照会
4/23～5/14

第2回意見照会
5/11～5/24

第3回意見照会
7月実施予定

• 標準仕様書（案）のうち、機能要件
について全国の自治体・事業者に意
見を求める（業務フロー、用語集は補
足資料として添付）

• 標準仕様書（案）のうち、帳票要件
について全国の自治体・事業者に意
見を求める

• 第1回、第2回意見照会を踏まえて見直
しを行った標準仕様書（案）一式につい
て、全国の自治体・事業者に意見を求め
る

• 標準機能要件、業務フロー、用語集 • 帳票要件（帳票一覧、項目定義、様式レ

イアウト）

• 標準仕様書（案）一式（機能要件、帳票要

件、用語集、業務フロー）

目的・論点

対象資料

◼ 令和3年度の全国意見照会は、以下に示す通り、3回に分けて実施。

◼ 意見照会で挙げられた意見は、事務局にて対応方針を検討し、ワーキングチームで対応方針の是非を協議。

◼ ワーキングチームの協議結果を本検討会にて報告。

意見照会の概要

実施済み

用語集
システム関連用語：住民記録システム及び弊社知見から抽出したシステム関連用語のうち、就学援助システム標準仕様書に記載することが決定した用語、

　　　　　　　　　　　　 及び機能要件比較作業において差異が確認されたシステム関連用語（=表記・意味の統一が必要）を抽出して掲載。

業務用語：機能要件比較作業において差異が確認された業務用語（=表記・意味の統一が必要）及び一般的ではないと思われる業務用語を抽出して掲載。

No. 頭文字 用語 読み方 説明書き 出典情報

1 あ IaaS あいあーす Infrastructure as a service の略。就学事務システム等の稼動に必要な仮想サーバ、機材やネットワーク等のイ

ンフラを、「総合行政ネットワーク（LGWAN）」やインターネット上のサービスとして提供する形態のこと。自治体クラウ

ドを含むクラウドコンピューティングの利用形態は、「SaaS（software as a service）」、「PaaS（platform as a

service）」、「IaaS（infrastructure as a service）」の3つに分類できる。

住民記録システム標

準仕様書

2 IC カード あいしーかーど 個人番号カード等、情報（データ）の記録や演算をするために集積回路 (integrated circuit ) を組み込んだ

カードのこと。

住民記録システム標

準仕様書

3 ID あいでぃー システムの利用時に個人を特定するための番号や文字列等のこと。「操作者 ID」も参照のこと。 住民記録システム標

準仕様書

4 あいまい検索 あいまいけんさく 検索条件が完全に一致しないものの、対象を一定のルールに基づき抽出する検索方法のこと。 住民記録システム標

準仕様書

5 アクセス あくせす ソフトウェアやシステム、アプリケーションに格納されている情報へ到達（接続）すること。また、通信回線やネットワーク

を介して別のコンピュータや機器の操作、格納されている情報を取得、閲覧、編集できるようにすること。

住民記録システム標

準仕様書

6 アクセスログ あくせすろぐ システムや端末、ソフトウェアに対して、人間や外部のシステムからの操作や要求などを一定の形式で時系列に記録し

たもの。

住民記録システム標

準仕様書

7 宛名管理システム あてなかんりしすてむ 宛名に関する記録を管理し、及び宛名に関する事務を処理するためのシステム。

8 宛名番号 あてなばんごう 市区町村内において業務ごとに個人、法人を一意に識別するために付番した番号のこと。「個人番号」、「住記個人

番号」と呼ばれることもあるが、番号法に基づく「個人番号」（いわゆるマイナンバー）と混同されかねないため、本仕

様書上は「宛名番号」と呼ぶ。

住民記録システム標

準仕様書

9 アラート あらーと 論理的には成立するが特に注意を要する入力等について、注意喚起の表示を経た上で、当該入力等を確定できる

もののこと。論理的に成立し得ない入力その他の抑止すべき入力等について、抑止すべき原因が解消されるまで、当

該入力等を確定（本登録）できないエラーとは区別される。

住民記録システム標

準仕様書

10 い EUC いーゆーしー End user computing の略。非定型業務（就学事務システム標準仕様で当該機能が提供されていない業務）

に対して利活用できる機能。就学事務システムが保有するデータの二次利用を可能とするデータの抽出・分析・加工

及びこれらのファイルやリストへの出力・印刷等の機能を有する。

住民記録システム標

準仕様書

11 一括登録 いっかつとうろく 複数件のデータの登録を１回の操作で完了させること。登録・変更内容を記載した CSV ファイル等を取り込んで登

録する等の方法がある。

住民記録システム標

準仕様書

12 一括メンテナンス いっかつめんてなんす 複数ユーザの登録及び権限の変更等の処理を、（１件ごとに登録するのではなく、登録・変更内容を記載した CSV

ファイル等を読み込むことで）１回の操作で完了させること。

住民記録システム標

準仕様書

13 イベント いべんと 就学事務システムを構成するサーバ内で発生する事態のこと。 住民記録システム標

準仕様書

実装すべき機能 オプション機能

1. 申請受付

1.1. 就学世帯管理

1.1.1. 就学世帯管理 住民記録システム、学齢簿管理システム、宛名管理システムと連携

し、就学世帯情報（保護者情報、世帯員情報、注意情報（DV等

を含む）、住民登録外者情報等）を取込み、管理（参照・登録・修

正・削除）できること。

1.1.2. 就学世帯管理 審査に利用する世帯情報は、住民基本台帳上の世帯とは別に管理

することができ、その世帯員は追加・更新・削除できること。

1.1.3. 健康診断情報管

理

健康診断情報（病名、医科/歯科、薬剤の有無）を取込み、管理

（参照・登録・修正・削除）できること

・健康診断情報は医療券の発行に利用する。

1.1.4. 申請書送付対象

者抽出

就学世帯情報から申請書送付先である新規申請対象者一覧及び

継続申請対象者一覧（氏名、住所等）を加工可能な形式で出力

できること。

・継続申請対象者：当該年度認定者かつ次年度も小中

学校に在籍する就学世帯

・新規申請対象者：全就学世帯から継続申請対象者を

除いた世帯

1.2. 申請情報管理

1.2.1. 申請情報管理 申請情報（受付日、就学援助の希望、申請区分、申請理由、保護

者情報、児童生徒情報、備考情報等）の管理（参照・登録・修正・

削除）ができること。

1.2.2. 申請情報管理 年度途中の変更（転校、保護者変更、口座変更、支給方法変更、

所得変更、備考情報の変更等）について管理できること。

1.2.3. 申請情報の不備

確認

申請情報を入力する際、同一の申請情報が既に登録されていないか

チェックを行い、重複していた場合はアラート表示されるとともに、該当の

申請情報を確認できること。また、申請者に兄弟姉妹がいる場合に、ア

ラートを表示できること。

1.2.4. 申請情報の不備

確認

学齢簿管理システムから取り込んだ児童生徒情報と登録済みのデータ

に重複や不一致等がある場合に、該当の申請情報についてエラーリスト

が出力できること。

学齢簿管理システムから取り込んだ情報と登録済みのデータに差異が

ある場合、差異のあるデータを一括・個別に修正できること。

1.2.5. 申請取消 申請者による申請の取消を受け付け、届の内容及び受付日等の管理

（参照・登録・修正）ができること。

2. 審査

2.1. 認定基準の設定

2.1.1. 認定基準マスタ

管理

次の項目を認定基準として設定できること。また、その他の任意の値を

設定できること。

所得または収入が認定基準額未満（以下）/生活保護法に基づく

保護の停止または廃止/市区町村民税の非課税/市区町村民税の

減免/国民年金保険料の免除/国民健康保険法の保険料の減免ま

たは徴収の猶予/児童扶養手当の支給/個人の事業税の減免/固定

資産税の減免/生活福祉資金による貸付け/所得または収入が特別

支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額未満（以

下）

2.1.2. 認定基準額マス

タ管理

認定基準額の算定に用いる次の金額・係数を、マスタデータとして管理

できること。

【生活保護に準ずる基準額】

生活扶助（第1類費）/生活扶助（第2類費）/期末一時扶助/冬

季加算/教育扶助/基礎控除/住宅扶助/学校給食費/その他加算/

通学交通費

【認定基準係数】

認定基準係数

【その他の生活保護に準ずる基準額】

学校給食費/住宅扶助

2.1.3. 認定基準額の自

動算定

認定基準額マスタに基づき、世帯構成や級地等に応じた認定基準額

を自動で算定できること。

なお、認定基準額は以下により算出される。

認定基準額＝【生活保護に準ずる基準額】の合計×【認定基準係

数】＋【その他の生活保護に準ずる基準額】の合計

2.1.4. 認定基準額の個

別変更

算定された認定基準額を個別に変更できること。

2.1.5. 認定者数シミュ

レーション

生活保護基準や認定基準係数について任意の項目、値を設定し、当

該年度における認定者・否認定者数がどのように変動するかのシミュ

レーションができること。

機能定義
機能名称 備考

1 就学援助費申請者一覧 一括 随時 紙 1.1.6
1.1. 認定請求等受付
5.1. 報告・統計

③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・申請者一覧の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：なし

2 世帯表 一括 随時 紙
1.1.6
1.1.11

1.1. 認定請求等受付
1.2. 審査

③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・申請者児童と世帯情報の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：門真市、所沢市、小金井市、名古屋市、江東区、大府市

・自治体保有が半数以下であるため、自治体へ運用実態を問い合わせ
　→門真市・大府市では運用・利用無し。
　→小金井市・所沢市では、代替運用では懸念点（EUC出力では世帯表の項目網羅ができない）があり困難としていることから、標準化対象と想定。

3 就学援助認定判定結果一覧 一括 随時 紙
1.1.9
1.2.6

1.3. 審査結果登録 ③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・認定判定結果一覧の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：なし

4
就学援助学校別認定・否認定者数一
覧

一括 月次 紙 1.1.9 5.1. 報告・統計 ③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・認定・否認定者一覧の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：横須賀市

・横須賀市へ複数帳票（要・準・対象外）を保有、帳票を分ける理由を問合せ
　→回答では3帳票とも用途・頻度を同様としており、複数様式（要・準・対象外）は統合可能と想定。

5 月別就学援助費認定結果一覧 一括 月次 紙 1.1.9 1.3. 審査結果登録 ③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・対象者の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。
・次年度継続検討とし、自治体意見招請踏まえ標準化方針を判断とする。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：なし

6
新入学児童生徒学用品費等対象者
一覧

一括 随時 紙 1.1.10 1.2. 審査 ③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・市町村間の連絡用として新入学児童生徒学用品費等関連の就学援助費出力が必要なため、標準化対象として検討
・対象者の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：なし

7 保留通知書 個別 随時 紙

1.1.11
1.1.12
1.2.7
1.2.8

3.1. 認定請求結果通
知等交付

②印字項目まで検討

【印字項目まで標準化を検討】
・外部帳票のため、印字項目までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：所沢市、名古屋市、江東区、大府市

・運用自治体は半数以下であるため、利用自治体へ運用実態を問合せ
　→大府市は「就学援助申請不可通知書」の運用は現在無し
　→所沢市・江東区では標準帳票としてのシステム出力は必須、かつ代替運用困難。
　→名古屋市では標準帳票としてのシステム出力必須、代替運用（EUC出力）可ではあるが、事務処理の手間が予想される。
　→転入者等の認定時の随時発行等、利用頻度が高いことから、出力必要・帳票重要度共に高い帳票として標準化対象とする。

No.

標準化方針案

標準化レベル 標準化方針案
帳票名称 フロー番号頻度個別/一括 出力様式 機能分類 実装すべき機能 オプション機能

1. 申請受付

1.1. 就学世帯管理

1.1.1. 就学世帯管理 住民記録システム、学齢簿管理システム、宛名管理システムと連携

し、就学世帯情報（保護者情報、世帯員情報、注意情報（DV等

を含む）、住民登録外者情報等）を取込み、管理（参照・登録・修

正・削除）できること。

1.1.2. 就学世帯管理 審査に利用する世帯情報は、住民基本台帳上の世帯とは別に管理

することができ、その世帯員は追加・更新・削除できること。

1.1.3. 健康診断情報管

理

健康診断情報（病名、医科/歯科、薬剤の有無）を取込み、管理

（参照・登録・修正・削除）できること

・健康診断情報は医療券の発行に利用する。

1.1.4. 申請書送付対象

者抽出

就学世帯情報から申請書送付先である新規申請対象者一覧及び

継続申請対象者一覧（氏名、住所等）を加工可能な形式で出力

できること。

・継続申請対象者：当該年度認定者かつ次年度も小中

学校に在籍する就学世帯

・新規申請対象者：全就学世帯から継続申請対象者を

除いた世帯

1.2. 申請情報管理

1.2.1. 申請情報管理 申請情報（受付日、就学援助の希望、申請区分、申請理由、保護

者情報、児童生徒情報、備考情報等）の管理（参照・登録・修正・

削除）ができること。

1.2.2. 申請情報管理 年度途中の変更（転校、保護者変更、口座変更、支給方法変更、

所得変更、備考情報の変更等）について管理できること。

1.2.3. 申請情報の不備

確認

申請情報を入力する際、同一の申請情報が既に登録されていないか

チェックを行い、重複していた場合はアラート表示されるとともに、該当の

申請情報を確認できること。また、申請者に兄弟姉妹がいる場合に、ア

ラートを表示できること。

1.2.4. 申請情報の不備

確認

学齢簿管理システムから取り込んだ児童生徒情報と登録済みのデータ

に重複や不一致等がある場合に、該当の申請情報についてエラーリスト

が出力できること。

学齢簿管理システムから取り込んだ情報と登録済みのデータに差異が

ある場合、差異のあるデータを一括・個別に修正できること。

1.2.5. 申請取消 申請者による申請の取消を受け付け、届の内容及び受付日等の管理

（参照・登録・修正）ができること。

2. 審査

2.1. 認定基準の設定

2.1.1. 認定基準マスタ

管理

次の項目を認定基準として設定できること。また、その他の任意の値を

設定できること。

所得または収入が認定基準額未満（以下）/生活保護法に基づく

保護の停止または廃止/市区町村民税の非課税/市区町村民税の

減免/国民年金保険料の免除/国民健康保険法の保険料の減免ま

たは徴収の猶予/児童扶養手当の支給/個人の事業税の減免/固定

資産税の減免/生活福祉資金による貸付け/所得または収入が特別

支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額未満（以

下）

2.1.2. 認定基準額マス

タ管理

認定基準額の算定に用いる次の金額・係数を、マスタデータとして管理

できること。

【生活保護に準ずる基準額】

生活扶助（第1類費）/生活扶助（第2類費）/期末一時扶助/冬

季加算/教育扶助/基礎控除/住宅扶助/学校給食費/その他加算/

通学交通費

【認定基準係数】

認定基準係数

【その他の生活保護に準ずる基準額】

学校給食費/住宅扶助

2.1.3. 認定基準額の自

動算定

認定基準額マスタに基づき、世帯構成や級地等に応じた認定基準額

を自動で算定できること。

なお、認定基準額は以下により算出される。

認定基準額＝【生活保護に準ずる基準額】の合計×【認定基準係

数】＋【その他の生活保護に準ずる基準額】の合計

2.1.4. 認定基準額の個

別変更

算定された認定基準額を個別に変更できること。

2.1.5. 認定者数シミュ

レーション

生活保護基準や認定基準係数について任意の項目、値を設定し、当

該年度における認定者・否認定者数がどのように変動するかのシミュ

レーションができること。

機能定義
機能名称 備考

1 就学援助費申請者一覧 一括 随時 紙 1.1.6
1.1. 認定請求等受付
5.1. 報告・統計

③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・申請者一覧の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：なし

2 世帯表 一括 随時 紙
1.1.6
1.1.11

1.1. 認定請求等受付
1.2. 審査

③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・申請者児童と世帯情報の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：門真市、所沢市、小金井市、名古屋市、江東区、大府市

・自治体保有が半数以下であるため、自治体へ運用実態を問い合わせ
　→門真市・大府市では運用・利用無し。
　→小金井市・所沢市では、代替運用では懸念点（EUC出力では世帯表の項目網羅ができない）があり困難としていることから、標準化対象と想定。

3 就学援助認定判定結果一覧 一括 随時 紙
1.1.9
1.2.6

1.3. 審査結果登録 ③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・認定判定結果一覧の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：なし

4
就学援助学校別認定・否認定者数一
覧

一括 月次 紙 1.1.9 5.1. 報告・統計 ③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・認定・否認定者一覧の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：横須賀市

・横須賀市へ複数帳票（要・準・対象外）を保有、帳票を分ける理由を問合せ
　→回答では3帳票とも用途・頻度を同様としており、複数様式（要・準・対象外）は統合可能と想定。

5 月別就学援助費認定結果一覧 一括 月次 紙 1.1.9 1.3. 審査結果登録 ③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・対象者の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。
・次年度継続検討とし、自治体意見招請踏まえ標準化方針を判断とする。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：なし

6
新入学児童生徒学用品費等対象者
一覧

一括 随時 紙 1.1.10 1.2. 審査 ③帳票概要まで検討

【帳票概要まで標準化を検討】
・市町村間の連絡用として新入学児童生徒学用品費等関連の就学援助費出力が必要なため、標準化対象として検討
・対象者の確認が出来ればよいため、帳票項目の定義は行わず、帳票概要までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：なし

7 保留通知書 個別 随時 紙

1.1.11
1.1.12
1.2.7
1.2.8

3.1. 認定請求結果通
知等交付

②印字項目まで検討

【印字項目まで標準化を検討】
・外部帳票のため、印字項目までを定義する。

【自治体への確認結果】
・質問自治体：所沢市、名古屋市、江東区、大府市

・運用自治体は半数以下であるため、利用自治体へ運用実態を問合せ
　→大府市は「就学援助申請不可通知書」の運用は現在無し
　→所沢市・江東区では標準帳票としてのシステム出力は必須、かつ代替運用困難。
　→名古屋市では標準帳票としてのシステム出力必須、代替運用（EUC出力）可ではあるが、事務処理の手間が予想される。
　→転入者等の認定時の随時発行等、利用頻度が高いことから、出力必要・帳票重要度共に高い帳票として標準化対象とする。

No.

標準化方針案

標準化レベル 標準化方針案
帳票名称 フロー番号頻度個別/一括 出力様式 機能分類



14

◼ 標準仕様書は、先行する住民基本台帳と同様に「ホワイトリスト方式」を採用し、要求・実装すべき機能は全て掲載する方針となる。

（標準仕様書に掲載していない機能は原則実装できないこととなり、追加カスタマイズも不可）

◼ 「オプション機能（実装してもしなくても良い機能）」については、標準仕様書に定めた場合でも事業者によって実装状況が異なる機能と

なるため、当該機能が必要な自治体のみ要求することとなる。

ホワイトリスト方式における要件分類※

※「地方自治体業務プロセス・情報システム標準化の取組について」（令和2年3月17日内閣官房IT総合戦略室資料）を基に作成。

（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bunka/dejigaba/dai11/siryou3.pdf）

類型 説明 自治体 事業者

類型１
実装すべき機能・帳票
（実装必須機能・帳票）

標準仕様として実装が必須となる機
能・帳票

要求可能
実装必須

（ノンカスタマイズ）

類型２
実装しない機能・帳票
（実装不可機能・帳票）

標準仕様として実装が不可となる機
能・帳票（標準仕様書に明示）

要求不可 実装不可

類型３
オプション機能・帳票
（実装してもしなくても良い機能
・帳票）

団体によってオプションとして実装しても
良い機能・帳票
（団体規模や住民サービスの有無などに
よる業務差異を想定）

要求任意
実装任意

（ノンカスタマイズ）

ー
上記以外
（仕様書に規定しない）

標準仕様書に掲載はしていないが、実
装が不可となる

要求不可 実装不可

（参考）標準化の検討項目・方針


